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施策Ⅰ－１ 

金融機関の健全性を確保するための制度・環境整備 

達成目標 金融機関の健全性が確保されること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

我が国金融システムの安定性とこれに対する国内外からの信頼を

確保するためには、金融機関の健全性が確保される必要がある。 
【根拠】 

各業法の目的規定、主要行等向けの総合的な監督指針、Ｇ20 サミット

首脳宣言・行動計画（平成 20 年 11 月 15 日）、金融・資本市場に係る

制度整備について（ 22 年１月 21 日）、「産業競争力強化に関する実行

計画」（26年１月 24日閣議決定）等

測定指標 

（目標値・達成時期）

・[主要]金融モニタリング基本方針の実施状況（27 年度の金融モニ

タリング基本方針に基づく金融モニタリングの実施、27 年度） 

・[主要]各業態の健全性指標〈自己資本比率、不良債権比率等〉（前

年度水準を維持、27 年度） 

・[主要]金融機関のリスク管理の高度化（金融機関に対するヒアリ

ング等を通じ、統合的なリスク管理態勢の把握・検証、27年度）

・既承認金融機関に係る安定的なリスク管理の運用状況の把握及び

承認希望金融機関に係る審査の実施（既承認金融機関に係るフォ

ローアップ及び承認希望金融機関に係る審査を実施、27 年度） 

・グローバルなシステム上重要な金融機関等に対する適切な監督（ヒ

アリング等を通じ、グループ全体としてのリスク管理態勢の把

握・検証、27 年度） 

・大規模証券会社グループに対する連結ベースの財務健全性基準に

基づいた適切な監督（商品別、国別、取引先別といった複眼的な

断面から、リスクの増減・集中度等について、連結ベースの計数

を用い、四半期毎にモニタリング・分析を実施、27 年度） 

・保険会社又は保険持株会社を頂点とするグループに対する連結ベ

ースの財務健全性基準に基づいた適切な監督（連結ベースの計数

について四半期毎にモニタリングを実施、27 年度） 

・国際的な議論を踏まえた国内制度の整備 （関連告示等の整備、27

年度） 

・金融機能強化法（震災特例を含む）の活用検討の促進及び同法等

に基づき資本参加を実施した金融機関に対する適切なフォローア

ップの実施（金融機能強化法（震災特例を含む）について活用の

検討を促すとともに、同法等に基づき資本参加を実施した金融機

関について、適切なフォローアップを実施し、計画の履行状況を

半期毎に公表、27 年度） 

・業界横断の業務継続訓練の実施（訓練の実施、27 年度） 

・情報セキュリティ対策の向上に向けた情報提供等の実施状況（金

融機関の情報セキュリティ対策の向上に向けた情報提供等の実

施、27 年度） 

・金融行政の質的向上に向けての取組み（金融行政の質的向上に資

する施策の実施、27 年度） 

参考指標 ― 
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【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①効果的な金融モニタリング（監

督・検査）の実施 

・金融機関を取り巻く内外の経済・金融環境の変化や、プロ

ファイリング結果等を踏まえつつ、業態・個別金融機関の

状況等に応じた実態把握や、重要な経営課題等に焦点を当

てた検証等、リスクベースによる効果的・効率的なモニタリ

ングを実施する。 

・マクロ経済・金融市場等の動向と個々の金融機関（ミクロ）

の業務運営・ビジネス動向等の相互作用等マクロ・プルーデ

ンス分析を強化する。 

・金融行政上の重要課題について、国際的なベスト・プラクテ

ィスも踏まえながら検証手法の充実に取り組む。 

その際、各金融機関が、各種事象の実体経済・金融資本

市場全体への波及や、自らのビジネスへの直接的・間接的

な影響を具体的に想起した上で適切なリスク管理を行っ

ているかという観点を踏まえ、統合的なリスク管理態勢の

整備状況等について検証する。 

・国内外で大規模かつ複雑な業務を行っているグローバルな

システム上重要な金融機関（Ｇ－ＳＩＦＩｓ）グループ等

について、グループ内の個別の金融機関のみならず、グル

ープ全体としての経営・リスク管理等の高度化を、持株会

社が主導的役割を適切に果たしながら実施しているか、グ

ループ内における持株会社の役割が明確になっているか

等について、国際的な議論を踏まえつつ検証を行う。 

・グローバルに活動している金融機関（３メガバンクグルー

プ、野村グループ、大手損保グループ）について、平成 20

年４月のＦＳＦ（金融安定化フォーラム）報告書や同年 11

月の金融・世界経済に関する首脳会合における行動計画を

踏まえて設立された監督当局間グループ（監督カレッジ）

の枠組みの下に監督当局間の連携を図りつつ、グローバル

に活動している金融機関の適切な監督を行うとともに、当

局間のベスト・プラクティスについて情報を収集し、監督

行政において活用することで、金融庁の監督実務の継続的

な向上に取り組む。 

・Ｇ－ＳＩＦＩｓについて、金融安定理事会やバーゼル銀行

監督委員会における国際的な議論を踏まえ、国内外の関係

当局との連携を図りながら、必要な対応を行う。 

・金融機関の規模・特性等に応じて必要とされるプラクティス

についてのベンチマーク（水準）を作るとともに、金融機関

の横断的な実態把握を行い、金融機関の自主的な経営改善に

資する情報提供（フィードバック）等の充実に取り組む。 

・専門性の高い分野やグローバル・ベスト・プラクティスに関
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する知見を組織的に蓄積・拡充していくため、中長期的な観

点から、外部専門家の登用や、専門人材の育成等に計画的に

取り組む。 

・収集情報の見直しや収集情報を統合的に管理・活用する態勢

（ＩＴシステム含む）の整備のために必要な対応を行う。 

・自己資本比率規制については、引き続き、当局の承認を要

する高度なリスク計測手法を既に採用している金融機関

の安定的なリスク管理の運用状況の把握に努めるととも

に、当局の承認を要する手法の採用を希望する金融機関に

ついても、その準備状況の把握に努め、承認申請に対し適

切な審査を行う。 

・大規模証券会社グループ等について、グループ内会社の問

題等が広範な投資家や金融システム全体への悪影響をも

たらす懸念を回避するため、証券会社の連結規制・監督を

適切に行う。  

・保険会社又は保険持株会社を頂点とするグループについ

て、グループ内の他の会社の経営悪化が保険会社に波及す

るリスクを早期に把握することで、保険契約者等の保護を

図るため、平成 24 年３月から適用された連結ベースの財

務健全性基準に基づき、保険会社等の適切な監督を行う。 

②国際的な議論も踏まえた金融機関

の健全性確保のためのルールの整

備 

・バーゼル３等の金融システム安定等を目的とした国際的な

金融規制見直しの議論の進捗を踏まえ、新たに導入される

こととなる資本バッファー、カウンターパーティ信用リス

クエクスポージャーの計測に係る標準的手法、清算機関向

けエクスポージャーに対する資本賦課、ファンド向けエク

イティ出資に係る資本賦課等に関する銀行法告示等の整

備を実施する。 

③金融機能強化法等の適切な運用 ・金融機関が将来を見据えた経営の中で資本増強を行おうと

する際は、金融機能強化法（震災特例を含む）の活用につ

いて、検討するよう促していく。 

・金融機能強化法に基づき資本参加の申込みがあった場合

は、法令に基づき経営強化計画を適切に審査する。 

・金融機能強化法に基づき資本参加を実施した金融機関につ

いては、計画の着実な履行を確保する観点から、当局とし

て適切なフォローアップを行うとともに、計画の履行状況

を半期毎に公表する。 

・早期健全化法に基づく資本増強行については、経営健全化

計画の着実な履行を確保する観点から、当局として適切な

フォローアップを行うとともに、計画の履行状況を半期毎

に公表する。 

・資本増強行による公的資金の返済について、引き続き適切

かつ柔軟に対応していく。 
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④金融機関の業務継続体制の検証 ・当庁では、自らの体制強化を図るとともに、監督指針等を

通じて、金融機関等に対しても業務継続体制の検証を求め

る等、関係機関と緊密に連携を取りつつ、金融システム全

体において、大規模自然災害等のリスクに対するしなやか

で強靭な業務継続体制の構築を目指す。 

・金融業界全体として横断的に業務継続性の確保を図ってい

くことが重要であることから、昨年度と同様に今年度も全

国銀行協会、金融機関等と合同で業務継続性に係る訓練の

実施を検討する。 

・金融機関等は、平時より業務継続体制を構築し、業務継続

計画等の策定を行っておく必要がある。危機管理は平時に

おける未然防止に向けた取組みが重要であるとの認識の

下、金融機関等の業務継続体制について、訓練等を通じて、

その適切性を検証していく。 

・金融機関の業務継続計画の整備状況・有効性等について、

検証を行う。 

・サイバー攻撃対策に関する情報収集や、組織としての知

見・ノウハウの蓄積に継続的に取り組む。 

⑤金融機関における情報セキュリテ

ィ対策向上のための取組み 

・ＩＴ障害やサイバー攻撃からの重要インフラ防護を目的と

した「重要インフラの情報セキュリティ対策に係る第３次

行動計画」（26 年５月 19 日情報セキュリティ政策会議）を

踏まえ、内閣サイバーセキュリティセンター（ＮＩＳＣ）

と連携し、金融機関における情報セキュリティ対策向上に

向けた取組みのための情報提供、情報連絡の充実等を図る。 

・金融機関における情報セキュリティ対策の高度化を図るた

め、公益財団法人金融情報システムセンター（ＦＩＳＣ）

が発行する金融機関向けの情報セキュリティに係る各種ガ

イドラインの改定の検討等の機会を捉え、ＦＩＳＣと金融

機関のサイバー攻撃対策の促進等に向けた情報の連携等を

行う。 

⑥ベター・レギュレーションの深化 ・ベター・レギュレーションを深化させるため、関係者の意

見も聴取しながら、検査・監督・企画のそれぞれについて

再点検を行い、課題を抽出し、引き続き、改善策を策定・

実施する。 

・金融機関の監督・検査において、①オン・オフ一体的な金

融モニタリングを通じた優先課題への効果的な対応、②ミ

ニマム・スタンダードに関するルール遵守状況の検証に止

まらず、プリンシプル･ベースの考え方も加味しつつ、より

優れた業務運営（ベスト・プラクティス）に近づく観点か

らのモニタリングの実施、③金融機関のビジネスモデルの

将来にわたる持続可能性等、フォワードルッキングな観点

からの対話の促進や、金融機関の自主的な経営改善に資す

る情報発信等の充実を通じ、質の高い金融行政を推進する。 
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【担当課室名】 

監督局総務課監督調査室、監督局総務課、監督局総務課監督企画室、監督局総務課健全性基準

室、監督局総務課協同組織金融室、監督局総務課郵便貯金・保険監督参事官室、監督局銀行第

一課、監督局銀行第二課、監督局保険課、監督局証券課、総務企画局政策課、検査局総務課、

検査局審査課、証券取引等監視委員会証券検査課
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施策Ⅰ－２ 

我が国金融システムの安定性を確保するための制度・環境整備 

達成目標 金融システムの安定性が確保されること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

金融システムは、資金仲介・リスク仲介機能や決済機能を担い、

経済活動の基盤をなすことから、国民生活と経済活動の健全かつ円

滑な発展のためには、金融システムの安定性が確保される必要があ

る。 
【根拠】 

預金保険法第 1 条、ペイオフ解禁の実施にあたっての所感（平成 17

年４月１日大臣発言）、主要行等向けの総合的な監督指針 等

測定指標 

（目標値・達成時期）

・[主要]国際的な議論を踏まえた国内制度の整備（関連告示等の整

備、27 年度） 

・[主要]必要な措置等の適切な実施による金融システムの混乱の回

避（金融システムの混乱の回避、27 年度） 

・名寄せデータの精度の維持・向上の状況（預金保険機構との連携

による名寄せデータ整備状況の検証、27年度） 

参考指標 ・各業態の健全性指標＜自己資本比率、不良債権比率等＞ 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①国際的な議論も踏まえた金融シス

テムの安定確保のためのルールの

整備 

・バーゼル３等の金融システム安定等を目的とした国際的な

金融規制見直しの議論の進捗を踏まえ、新たに導入される

こととなる資本バッファー、カウンターパーティ信用リス

クエクスポージャーの計測に係る標準的手法、清算機関向

けエクスポージャーに対する資本賦課、ファンド向けエク

イティ出資に係る資本賦課等に関する銀行法告示等の整

備を実施する。（再掲） 

②円滑な破綻処理のための態勢の整

備 

・金融危機が生ずるおそれがあると認められるときは、それ

を未然に防止するため、金融危機に対応するための必要な

措置を講ずるとともに適切にフォローアップ等を行う。 

・預金保険機構等の関係機関と連携し、名寄せデータの精度

の維持・向上等の預金等定額保護下における破綻処理のた

めの態勢整備の充実を図る。 

【担当課室名】 

監督局総務課監督調査室、監督局総務課、監督局総務課監督企画室、監督局総務課健全性基準

室、監督局総務課信用機構対応室、監督局総務課協同組織金融室、監督局総務課郵便貯金・保

険監督参事官室、監督局銀行第一課、監督局銀行第二課、検査局審査課 
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施策Ⅰ－３ 

金融システムの安定性を確保するための経済・市場全体にかかるリスクの把握

と行政対応 

達成目標 システミックリスク顕在化の未然防止が図られること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

国内外の市場動向や金融機関のビジネス動向等を的確に把握・分

析し、必要に応じて適切な行政対応を行うこと等を通じて、金融シ

ステムの安定を確保・システミックリスク顕在化の未然防止に努め

る必要がある。      

測定指標 

（目標値・達成時期）

・[主要]内外の市場動向やマクロ経済情勢等に係る情報の集積・調

査・分析の実施状況（システミックリスク顕在化の未然防止が図

られること、27年度） 

参考指標 ・各業態の健全性指標＜自己資本比率、不良債権比率等＞ 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①経済・市場動向その他の内外にお

ける様々なリスクの的確な把握と

潜在的なリスク要因の分析及び効

果的な行政対応 

・マクロ・プルーデンスの視点に基づく監督・検査の一環と

して、金融セクター全体に内在するリスクの状況をフォワ

ードルッキングに分析する観点から、グローバルな経済状

況や資金の流れ、金融・資本市場や市場参加者の動向、金

融機関のビジネス・戦略の動向等についての実態把握に努

める。 

・具体的には、昨年度に引き続き、内外の市場動向やマクロ

経済情勢、金融機関の動向等について、経済統計や金融機

関から徴求したデータやビジネス動向に関する資料等を

活用したより深度ある分析を実施するとともに、エコノミ

スト・アナリスト等の幅広い有識者から高い頻度でヒアリ

ング等を行うことを通じて、金融セクターに内在するリス

クの把握に積極的に取り組む。 

・集積した上記の情報及び分析結果については、庁内で共有

し、金融行政への反映を促進する。あわせて、日本銀行を

はじめとした関係機関等とも密接に連携を行う。 

【担当課室名】 

監督局総務課監督調査室、監督局総務課監督企画室、検査局総務課、検査局審査課、総務企画

局政策課総合政策室 
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施策Ⅱ－１ 

利用者が安心して金融サービスを受けられるための制度・環境整備 

達成目標 金融サービスの利用者の保護が図られること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

金融サービスの利用者が各種リスクを十分に理解し、金融商品・

サービスを安心して受けられるよう、利用者保護のための相談等の

枠組みの充実等、周辺環境の整備を図る。 

また、その業務の公共性を十分に認識した上で、金融機関の法令

等遵守態勢の確立されることが必要であることから、法令等遵守に

対する適切な行政対応を行う。 

これらの環境整備を行ったうえで、必要に応じて金融実態に対応

した利用者保護ルール等を整備する。 
【根拠】 

・各業法の目的規定、各監督指針 

・金融・資本市場競争力強化プラン（平成 19 年 12 月 21 日） 

・多重債務問題改善プログラム（19 年４月 20 日多重債務者対策本部

決定） 

・預貯金者保護法、振り込め詐欺救済法、消費者基本計画（22 年３月

30 日）

測定指標 

（目標値・達成時期）

・[主要]利用者保護のための制度整備の進捗状況（金融商品取引法

の一部改正等を踏まえた政府令の整備、27 年度） 

・[主要]預金取扱金融機関における更なる態勢整備（必要に応じて

監督指針等の改正を行い、監督上の着眼点の明確化を行うととも

に、顧客ニーズに即したサービス提供、顧客の信頼・安心感の確

保等の観点からより優れた業務運営に向けモニタリングを行う、

27 年度） 

・[主要]保険会社等における更なる態勢整備（保険業法等の一部改

正を踏まえた政府令、監督指針の規定の整備等を行うとともに、

顧客保護と利用者利便の向上の観点からより優れた業務運営に向

けモニタリングを行う、27 年度） 

・[主要]金融商品取引業者等における更なる態勢整備（自主規制機

関とも連携しつつ、監督指針の改正等を通じて監督上の着眼点を

明確化するとともに顧客の信頼・安心感の確保等の観点からより

優れた業務運営に向けモニタリングを行う、27年度） 

・[主要]貸金業者における更なる態勢整備（必要に応じて監督指針

等の改正を行い、自主規制機関等と連携しながら、貸金業者にお

ける更なる態勢整備を促すよう指導・監督を行う、27 年度） 

・[主要]前払式支払手段発行者及び資金移動業者における更なる態

勢整備（必要に応じて事務ガイドラインの改正を行い、前払式支

払手段発行者及び資金移動業者における更なる態勢整備を促すよ

う指導・監督を行う、27 年度） 

・「金融サービス利用者相談室」における相談等の受付状況等（41,000

件、27 年度） 

・証券・金融商品あっせん相談センター等における苦情件数（600

件、27 年度） 

・①外部への講師派遣及び②相談室職員研修への対応状況（①４回、
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②５回、27 年度） 

・金融トラブル連絡調整協議会の開催状況（２回、27 年度） 

・不正利用口座への対応状況（金融機関において利用停止等の措置

を実施、27 年度） 

・偽造キャッシュカード等による被害の防止のためのセキュリティ

対策の実施状況（偽造キャッシュカード等による被害の防止のた

め、金融機関におけるセキュリティ対策の向上に向けた取組みを

促すよう指導・監督を行う、27 年度） 

・振り込め詐欺救済法に基づく被害者からの返金申請の状況（前年

度より推進、27年度） 

・多重債務者相談窓口の周知・広報に係る活動状況（相談窓口につ

いて多様な手段により効果的に広報活動を行う、27 年度） 

・財務局による管内自治体の相談員等向け研修の参加市区町村数（延

べ数）（1,200 市区町村、27 年度） 

・[主要]無登録業者等に対する適切な対応（無登録業者の詐欺的な

投資勧誘等についての注意喚起や、個別の無登録業者への適切な

対応を行う、27年度） 

・[主要]法令違反行為等が認められた適格機関投資家等特例業務届

出者に対する適切な対応（法令違反行為等が認められた適格機関

投資家等特例業務届出者について、金融商品取引法 27 年改正案の

内容も踏まえ、適切に対応を行う、27 年度） 

参考指標 

・行政処分の実施状況＜内容・件数＞ 

・各指定紛争解決機関における苦情処理・紛争解決手続の実施状況 

＜受付件数等＞ 

・金融機関への口座不正利用に係る情報提供件数 

・偽造キャッシュカード等による被害発生等の状況＜件数・金額＞ 

・振り込め詐欺救済法に基づく被害者への分配状況＜金額＞ 

 ※預金保険機構公表資料 

・振り込め詐欺被害発生状況・被害額＜件数・金額＞ 

 ※警察庁公表資料 

・財務局等及び地方自治体における多重債務相談窓口の設置状況 

・財務局等及び地方自治体における多重債務相談の状況 

・無登録業者等に対する警告書の発出・公表件数 

・無届けで募集等を行っている者に対する警告書の発出・公表件数 

・無登録業者等及び無届募集に係る裁判所への申立て件数 

・法令違反行為等が認められた適格機関投資家等特例業務届出者の

検査結果等の公表件数 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①顧客のニーズに適合した金融サ

ービスを安心して享受できるた

めの制度・環境整備 

・利用者保護等の観点から行われた金融商品取引法の改正を

受けた、政令・内閣府令の整備を行う。その他、必要に応

じ、制度の見直しの検討を行う。 

・金融監督上重要なテーマについて業界横断的な実態の把

握・分析、課題の抽出を行う等実態把握を行うとともに、

より優れた業務運営に近づく観点からの対話を重ねてい
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く。なお、モニタリングの中で、法令違反の事実や内部管

理態勢上の問題・改善の余地等が確認された場合には、的

確・厳正な判断の下、業務改善命令・業務停止命令等の行

政処分も含めて機動的な対応を行い、金融機関等における

業務改善の実施状況を適切にフォローアップするととも

に、再発防止・内部統制環境の維持・向上に努める。 

・預金取扱金融機関については、真に顧客のためになるサー

ビス提供を通じた顧客の利益の実現を図るとともに、金融

サービスを安心して利用できる環境を整備する観点から

モニタリングを実施する。 

・保険会社等においては、顧客のニーズ及び知識・経験等に

留意したわかりやすい説明を行うための態勢整備がなさ

れているか等の観点からモニタリングを行う。 

・金融審議会金融分科会報告「新しい保険商品・サービス及

び募集ルールのあり方について」の提言内容を踏まえて、

平成 26 年改正保険業法（２年以内施行）に係る政府令・

監督指針の整備を行う。 

・金融商品取引業者等が顧客のニーズに適った金融商品・サ

ービスの提供や資産運用能力の向上に努めているか等の

観点からモニタリングを実施する。 

・貸金業者については、資金需要者等の利益の保護の観点か

ら、業務の適正な運営を図るために十分な態勢を確保する

よう指導・監督していく。なお、いわゆるヤミ金対策につ

いては、「多重債務問題改善プログラム」に基づき、警察

当局、都道府県と連携してヤミ金業者の撲滅に向けて取り

組む。 

・前払式支払手段発行者、資金移動業者については、利用者

保護の観点から、適切な業務運営やサービスの適切な実施

を確保するよう指導・監督していく。 

②当局における相談体制の充実 ・金融サービス利用者の利便性向上のため、金融サービス利

用者相談室において、利用者の目線に立った行政という観

点から、利用者からの質問・相談・意見等の一元的な受付

及び適切な対応を行うとともに、金融サービス利用に伴う

トラブルの発生の未然防止などに向け事前相談の提供を

実施し、相談体制等の充実を図る。また、新たに主任金融

サービス相談員を配置し、相談員の指導を行うことや、関

係機関と協力し外部研修を充実させることなどで、相談体

制等の充実を推進する。その他、金融経済教育として、政

策課金融知識普及係と連携し、大学等での講演を行うな

ど、若年層への教育を推進する。 

③金融ＡＤＲ（裁判外紛争解決）制

度の円滑な運営 

・金融トラブル連絡調整協議会（指定紛争解決機関（以下「指

定機関」という。）、学識経験者・消費者団体及び弁護士会

等によって構成）等の枠組みも活用し、金融ＡＤＲ制度の

運用状況のフォローアップを実施し、必要に応じ、更なる

改善を図る点について検討を行う。 

・指定機関向け監督指針に沿った監督を通じて、利用者の信
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頼性向上や各指定機関の特性を踏まえた運用の整合性の

確保を図る。また、金融ＡＤＲ連絡協議会（すべての指定

機関によって構成）を活用し、指定機関間の連携強化に取

り組む。 

④多重債務者のための相談等の枠

組みの整備 

・多重債務者相談の主要な担い手である自治体の主体的な取

組みを促すと共に、相談者が各自治体などの相談窓口を訪

れる契機とするため、これら相談窓口の認知度向上を図る

ための周知・広報の取組みを実施する。 

・財務局の多重債務者向け相談窓口においても、直接相談を

受け付けるほか、各局において自治体の相談員や関係部局

の職員等向けに研修会を開催する等、各局管内の都道府

県、市区町村における相談体制の強化をバックアップす

る。 

⑤金融関連の犯罪等に対する厳正

かつ適切な対応 

・振り込め詐欺など他人の財産を害する犯罪の抑止に向けた

金融機関の取組みを促す。また、預金口座の不正利用に関

する情報提供を受けた場合、明らかに信憑性を欠くと認め

られる場合を除き、当該口座が設置されている当該金融機

関及び警察当局への速やかな情報提供等を実施する。 

・振り込め詐欺等の被害者の財産的被害の迅速な回復等のた

め、引き続き、①官民一体による返金制度の周知徹底を図

るとともに、②金融機関から被害者への返金状況の把握等

を通じて、金融機関による返金に係る取組みを促す、③預

保納付金を用いた犯罪被害者等支援事業の周知徹底を図

るなど、振り込め詐欺救済法（20年６月施行）の円滑な運

用に取り組む。 

・偽造キャッシュカード等による被害の防止等のため、金融

機関におけるセキュリティ対策等の一層の向上や被害者

への補償等、預貯金者保護法等の適切な運用が行われるよ

う取り組む。 

・無登録業者による詐欺的な投資勧誘等及び無届募集等につ

いては、被害拡大の防止・被害の迅速な回復等に向け、リ

ーフレットの作成・配布等を通じた国民への注意喚起、調

査による実態把握、金融商品取引法違反行為に係る裁判所

への禁止・停止命令の申立てや悪質な業者名の公表、警告

書の発出等により、厳正かつ適切に対応する。また、関係

省庁等とも連携しつつ、被害の未然防止及び拡大防止に取

り組む。 

・販売・勧誘の際の虚偽告知や顧客資産の流用等の法令違反

行為等が認められた適格機関投資家等特例業務届出者に

ついては、金融商品取引法 27 年改正案の内容も踏まえ、

適切に対応を行う。 

【担当課室名】 

 総務企画局企画課、総務企画局企画課調査室、総務企画局企画課信用制度参事官室、総務企画

局企画課保険企画室、総務企画局市場課、総務企画局企業開示課、総務企画局政策課金融サー

ビス利用者相談室、総務企画局企画課ＡＤＲ室、監督局総務課、監督局総務課協同組織金融室、

監督局総務課金融会社室、監督局総務課郵便貯金・保険監督参事官室、監督局銀行第一課、監

督局銀行第二課、監督局保険課、監督局証券課、証券取引等監視委員会事務局 
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施策Ⅱ－２ 

資金の借り手が真に必要な金融サービスを受けられるための制度・環境整備 

達成目標 資金の借り手が真に必要な金融サービスを受けられること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

新成長戦略や金融資本市場及び金融産業の活性化等のアクション

プランにおいて、金融業には、実体経済を支え、かつ、それ自身が

成長産業として経済をリードしていく役割が求められている。その

ためには、各金融機関において、資金の借り手に真に必要な金融サ

ービスを提供することが必要である。 
【根拠】 

「金融・資本市場活性化に向けての提言」（平成 25年 12 月 13 日）、好

循環実現のための経済対策（25年 12 月５日閣議決定）、日本再興戦略（25

年６月 14日閣議決定）、「日本再興戦略」改訂 2014（26 年６月 24 日閣議

決定）日本経済再生に向けた緊急経済対策（25年１月 11 日閣議決定）、

株式会社企業再生支援機構法の一部を改正する法律（25 年２月 26 日成

立、３月６日公布、３月 18 日施行）、新成長戦略（22 年６月 18 日閣議

決定）、金融資本市場及び金融産業の活性化等のためのアクションプラン

（22年 12月 24 日）、平成 23 年度の経済見直しと経済財政運営の基本的

態度（23 年１月 24 日閣議決定）等

測定指標 

（目標値・達成時期）

・[主要]顧客のニーズに的確に対応した金融仲介機能の発揮（金融

機関における顧客企業の経営改善、事業再生、育成・成長につな

がる新規融資に関する積極的な取組み等の促進、27 年度） 

・「経営者保証に関するガイドライン」の融資慣行としての浸透・定

着（「経営者保証に関するガイドライン」の周知・広報及び金融機

関等による積極的な活用の促進、27 年度） 

・地域金融機関の地域密着型金融に関する取組み評価（積極的評価

の割合が前年度（26 年度）に比べ上昇、27 年度） 

※  地域金融機関の地域密着型金融の取組み等に対する利用者等

の評価に関するアンケート調査 

・貸出態度判断Ｄ．Ｉ．（前年同期（27 年３月）の水準を維持、27

年度） 

※ 日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（日銀短観） 

・個人版私的整理ガイドラインの運用支援、東日本大震災事業者再

生支援機構の活用促進（個人版私的整理ガイドラインの運用支

援・周知広報及び東日本大震災事業者再生支援機構の活用促進、

27 年度） 

・金融機能強化法（震災特例を含む）の活用検討の促進及び同法に

基づき資本参加を実施した金融機関に対する適切なフォローアッ

プの実施（再掲）（金融機能強化法（震災特例を含む）について活

用の検討を促すとともに、適切なフォローアップを実施し、計画

の履行状況を半期毎に公表、27 年度） 

参考指標 

・金融サービス利用者相談室における貸し渋り・貸し剥がしに関す

る情報、金融円滑化ホットラインにおける情報等の受付状況＜内

容・件数＞  

・法人向け規模別貸出残高（日本銀行「預金・現金・貸出金」） 

・不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資の実績（金額） 
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※ 施策Ⅰ－１における各指標について、必要に応じて参照する。 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①顧客のニーズに的確に対応した金

融仲介機能の発揮 

・金融機関は、自らの役割を認識し、金融モニタリング基本

方針や監督指針等も踏まえ、例えば、海外進出支援を含め、

様々なライフステージにある企業の事業内容や成長可能

性などを適切に評価し、融資や助言を行い、企業や産業の

成長を支援していく等、金融仲介機能の適切な発揮が求め

られている。特に、金融機関が経済の成長や国民生活の安

定に寄与することが、ひいては、金融機関自身の安定的な

収益にもつながっていくような「好循環」の実現が重要と

の認識のもと、モニタリングを通じて、金融機関に対し金

融仲介機能の的確な発揮により、企業の海外進出支援を含

む積極的な対応を促していく。 

また、「経営者保証に関するガイドライン」が融資慣行

として浸透・定着するよう、引き続き周知・広報に努める

とともに、金融機関等に対して積極的な活用を促す。 

②地域密着型金融の促進 ・地域金融機関は、中長期的な視点に立って、目利き能力の

発揮による企業の事業性評価に基づく融資や、コンサルテ

ィング機能の発揮による顧客企業の経営改善・生産性向

上・体質強化の支援、地方創生や地域経済の活性化に向け

た取組み等を組織全体として継続的に推進し、自らの顧客

基盤の維持・拡大、収益力・財務の健全性の向上につなげ

ていくことが重要である。 

このような地域金融機関の自主的な取組みを一層促進

するため、「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」

に基づき適切なフォローアップを行うとともに、より優れ

た業務運営（ベスト・プラクティス）に向けた取組み等に

ついて継続的に把握し、情報還元を行う。 

③中小企業の経営改善・生産性向

上・事業再生等の必要な支援実行 

・金融機関においては、様々なライフステージにある企業の

事業の内容や成長可能性などを適切に評価（「事業性評

価」）した上で、それを踏まえた解決策を検討・提案し、

必要な支援等を行っていくことが重要である。金融庁とし

ては、金融モニタリング基本方針等に基づき、金融機関に

対し、必要に応じて、外部専門家等と連携し目利き能力の

発揮等による事業性評価に基づく融資や、コンサルティン

グ機能の発揮等による経営改善・生産性向上・体質強化支

援等の積極的な取組みを促す。また、中小企業に対して、

引き続き、きめ細かく対応し、円滑な資金供給等に努める

よう促すほか、以下のような取組みを行う。 

①「地域経済活性化支援機構」の積極的な活用 
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②「経営者保証に関するガイドライン」の活用促進（再掲） 

・中小企業金融に関するアンケート等による実態把握に努め

る。 

・金融機関に対し、年末・年度末等の金融円滑化の要請を行

う。 

・地域金融機関に対するモニタリング等を通じ、中小企業等

の経営改善・事業再生支援の取組み状況や、そのために必

要な態勢整備の状況等について、継続的に実態把握を進め

る。 

・東日本大震災事業者再生支援機構や、私的整理ガイドライ

ンの活用促進に加え、被災地域の本格的な復興や被災者の

生活・事業の再建に向けた適切な金融面での支援を行って

いくよう促していく。 

④金融機能強化法の適切な運用 ・金融機関が将来を見据えた経営の中で資本増強を行おうと

する際は、金融機能強化法（震災特例を含む）の活用につ

いて、検討するよう促していく。（再掲） 

・金融機能強化法に基づき資本参加の申込みがあった場合

は、法令に基づき経営強化計画を適切に審査する。（再掲） 

・金融機能強化法に基づき資本参加を実施した金融機関につ

いては、計画の着実な履行を確保する観点から、当局とし

て適切なフォローアップを行うとともに、計画の履行状況

を半期毎に公表する。（再掲） 

・資本増強行による公的資金の返済について、引き続き適切

かつ柔軟に対応していく。（再掲） 

【担当課室名】 

監督局総務課監督調査室、監督局総務課、監督局総務課協同組織金融室、監督局銀行第一課、

監督局銀行第二課、検査局総務課 
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施策Ⅱ－３ 

資産形成を行う者が真に必要な金融サービスを受けられるための制度・環境整備 

達成目標 
国民の資産形成等のために、真に必要な金融サービスが提供され

ること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

少子高齢化社会が進展している中、我が国経済の持続的な成長を

確保し、国民が成長の果実を享受していくためには、国民に長期的

に適切な投資機会が提供され、資産形成が図られる必要がある。ま

た、少子高齢化社会にふさわしい保険等の金融サービスが提供され

る必要がある。 

【根拠】 

・日本経済再生に向けた緊急経済対策（平成25年１月11日閣議決定） 

・日本再興戦略－JAPAN is BACK－（平成 25年６月 14 日閣議決定） 

・「日本再興戦略」改訂2014－未来への挑戦－（平成26 年６月24 日閣議

決定）

測定指標 

（目標値・達成時期）

・[主要] 金融審議会金融分科会報告「新しい保険商品・サービス及

び募集ルールのあり方について」の提言内容を踏まえた「保険業

法等の一部を改正する法律」の施行に向けた取組みの進捗状況（平

成 26 年改正保険業法（２年以内施行）に係る政令・内閣府令の整

備、27 年度） 

・[主要]ＮＩＳＡの普及促進に向けた取組みの進捗状況（①ＮＩＳ

Ａ関連の税制改正要望提出・27年度、②ＮＩＳＡの周知、広報活

動の拡充・27 年度） 

・金融機関の投信窓販等に関する横断的な検証状況（金融機関の手

数料ビジネスに関する水平的レビューのフォローアップ、27 年

度） 

参考指標 
・本事務事業に係る制度の新設・見直しに係る進捗状況 

・ＮＩＳＡの口座開設数 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①顧客が真に必要な金融サービスを

受けられるための制度・環境整備 

・金融審議会金融分科会報告「新しい保険商品・サービス及

び募集ルールのあり方について」の提言内容を踏まえて 26

年５月に成立した「保険業法等の一部を改正する法律」の

うち、２年以内に施行する部分について、関連する政令・

内閣府令の整備を行う。 
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②個人の金融資産を成長資金へ転換

し、資産形成に寄与するための環

境整備 

・27 年度税制改正で措置されたジュニアＮＩＳＡを含め、Ｎ

ＩＳＡ制度の更なる普及・定着に向けた周知・広報活動を

強化していくとともに、ＮＩＳＡのあり方について、投資

家のすそ野を拡大し、「家計の安定的な資産形成の支援」

と「経済成長に必要な成長資金の供給拡大」の両立を図る

といった制度趣旨や、措置の実績、効果の検証等を踏まえ、

引き続き検討を行っていく。  

・金融機関の手数料ビジネス（投資信託の窓口販売等）につ

いて、真に顧客のニーズに応え、顧客の利益になる経営を

行っているか、各金融機関の取組みを継続的にフォローア

ップしていく。 

【担当課室名】 

総務企画局企画課、総務企画局企画課保険企画室、総務企画局政策課、総務企画局政策課総合

政策室、検査局総務課 
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施策Ⅲ－１ 

 市場インフラの構築のための制度・環境整備 

達成目標 信頼性の高い、魅力ある市場インフラを構築すること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

清算機関等は、金融・資本市場を支え、かつ、金融システムの安

定を確保するための重要な市場インフラであり、また、金融・資本

市場の国際的な競争力に影響する重要な要素である。決済システム

の安全性、効率性及び利便性をより一層向上させることを通じ、信

頼性の高い、魅力ある市場インフラを構築するとともに、国際的な

動向等を踏まえ、これらの実現に資する取組みを行う。 

また、有価証券の発行者の財務内容、事業内容及び有価証券を大

量に取得・保有する者の状況を正確、公平かつ適時に開示し、それ

を基礎として、投資者がその責任において有価証券の価値その他の

投資に必要な判断をするための機会を与え、投資者保護を図ることを

目指す。 
【根拠】 

・ＣＰＳＳ/ＩＯＳＣＯ市中協議報告書「金融市場インフラのための原則

（平成 23年３月 10日） 

・「店頭デリバティブ市場規制にかかる検討会」における議論の取りまと

め（平成 23 年 12 月 26 日） 

・「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成 25年６月 14 日閣議決定）

測定指標 

（目標値・達成時期）

・[主要]店頭デリバティブ取引の決済の安定性・透明性の向上に向

けた制度の整備状況（店頭デリバティブ取引の決済の安定性・透

明性の向上に向け関係者と連携し制度整備を図る、27 年度） 

・[主要]我が国における中央清算された円金利スワップ取引 (想定

元本ベース)の割合(前年度より向上、27年度) 

・国債取引等の証券決済・清算態勢の強化に向けた取組み状況及び

国際的な議論に則した清算機関等の制度整備状況（国債取引等の

証券決済・清算態勢の強化に向け関係者と連携し、取組みを支援

する。また、国際合意に基づき清算機関等に適切な監督を実施す

る、27 年度） 

・[主要]有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム（Ｅ

ＤＩＮＥＴ）の稼働率（99.9％、27 年度） 

（注）システムの定期保守等、故障に因らない停止期間は除外する。

参考指標 

・開示書類の提出会社数（内国会社） 

・有価証券報告書、臨時報告書、大量保有報告書等の提出件数 

・ＥＤＩＮＥＴへのアクセス件数 
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【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①店頭デリバティブ取引に関する市

場インフラの構築 

・我が国決済システムの強靱化により、我が国における危機

の伝播を抑止する観点から、一定の店頭デリバティブ取引

等について、清算集中義務（24 年 11 月施行）及び取引情

報保存・報告制度（25 年４月施行）の適切な実施を図る。 

・取引の透明性・公正性向上のため、一定の店頭デリバティ

ブ取引等について、電子取引基盤の利用義務付けを盛り込

んだ「金融商品取引法等の一部を改正する法律｣（24 年９

月成立）の施行を踏まえ、適切な実施を図る。 

・上記制度整備等のほか、民間ベースで進められている我が

国清算機関による店頭デリバティブ取引の清算業務の拡

充に向けた取組み等を支援するとともに、関係する国際的

な議論の枠組みに積極的に参画する。 

②国債取引等に関する市場インフラ

の構築 

・我が国国債取引の決済の安定性確保の観点から、リーマン

危機時（20年９月）にも確認された日本証券クリアリング

機構のリスク削減機能の更なる活用を図るため、同機関の

利用拡大に向けた取組みや、決済期間の短縮化等に係る市

場関係者の取組みを支援する。 

・支払・決済システム委員会（ＣＰＭＩ）と証券監督者国際

機構（ＩＯＳＣＯ）による「金融市場インフラのための原

則」等を踏まえて策定した「清算・振替機関等向けの総合

的な監督指針」に基づき、清算機関等に対し適切な監督を

行う。 

③ＥＤＩＮＥＴの整備 ・ＥＤＩＮＥＴについては、今後もシステムの安定運用に努

めるとともに、企業内容等の開示に係る制度改正に伴う改

修や、開示情報利用者の利便性向上及び開示書類提出者の

負担軽減を考慮した開発及び検討等を行う。 

【担当課室名】 

総務企画局市場課、総務企画局企業開示課
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施策Ⅲ－２ 

市場機能の強化のための制度・環境整備 

達成目標 
我が国市場の公正性・透明性を確保しつつ、多様な資金調達手段・

適切な投資機会が提供されること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

「日本再興戦略 改訂 2014」において、「総合取引所を可及的速

やかに実現する」とされていることを踏まえ、総合取引所の早期実

現に向けた取組みを行う。 

「新規・成長企業へのリスクマネーの供給のあり方等に関するワ

ーキング・グループ」報告書（平成 25 年 12 月 25 日公表）等を踏ま

えた必要な制度整備等を継続し、新規・成長企業へのリスクマネー

の供給を促進し、経済の持続的な成長の実現を図る。 

さらに、「日本版スチュワードシップ・コード」（26 年２月 26 日

策定）や「コーポレートガバナンス・コード」（27 年６月１日適用

開始予定）の普及・定着を促すことを通じて、コーポレートガバナ

ンスを強化し、企業の持続的な成長の実現を図る。 
【根拠】 

  ・「『日本再興戦略』改訂 2014－未来への挑戦」（平成 26 年６月 24 日

閣議決定） 

・金融審議会「新規・成長企業へのリスクマネーの供給のあり方等に

関するワーキング・グループ」報告（25年 12 月 25 日） 

・「『責任ある機関投資家』の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コ

ード≫～投資と対話を通じて企業の持続的成長を促すために～」（26

年２月 26日） 

・「コーポレートガバナンス・コード原案～会社の持続的な成長と中長

期的な企業価値の向上のために～」（27 年３月５日）

測定指標 

（目標値・達成時期）

・[主要]総合取引所の実現に向けた取組に係る進捗状況（総合取引

所の早期実現に向け、関係者等への働きかけ等を行う、27年度）

・[主要]26 年５月に改正された金融商品取引法及びそれに基づく関

係政令及び内閣府令等の制度整備に係る進捗状況（報告書等を踏

まえた必要な制度整備等を継続する、27年度） 

・不動産投資市場活性化に向けた取組に係る検討状況（不動産投資

市場活性化に向けた取組について検討を行う、27 年度） 

・[主要]「日本版スチュワードシップ・コード」（26 年２月 26 日策

定）及び「コーポレートガバナンス・コード」（27 年６月１日適

用開始予定）の定着に向けた取組みの実施状況（「日本版スチュワ

ードシップ・コード」及び「コーポレートガバナンス・コード」

の定着に向けた情報発信・周知活動等を行う、27 年度） 

参考指標 
・「日本版スチュワードシップ・コード」及び「コーポレートガバナンス・

コード」に関する機関投資家等に対する説明会の開催状況等 
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【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①総合取引所の実現に向けた取組

の促進 

・総合取引所の早期実現に向けて、引き続き、関係者等への

働きかけを行う。

②新規・成長企業へのリスクマネー

の供給促進 

・金融審議会「新規・成長企業へのリスクマネーの供給のあ

り方等に関するワーキング・グループ」報告書（25 年 12

月 25 日公表）等を踏まえ、以下の制度整備等を行う。 

①26 年金融商品取引法改正（平成 26 年３月 14 日閣議決

定）に基づく関係政府令の整備 

②①のほか、上記報告書等を踏まえた関係政府令の整備 

③上記報告書等を踏まえたガイドライン等の整備 

③不動産投資市場活性化に向けた

取組に係る検討 

・不動産投資市場活性化に向けた取組について検討を行う。 

④上場企業等の実効性ある企業統

治のあり方に関する検討 

・「『責任ある機関投資家』の諸原則≪日本版スチュワードシ

ップ・コード≫～投資と対話を通じて企業の持続的成長を

促すために～」（26 年２月 26 日策定）や「コーポレート

ガバナンス・コード～会社の持続的な成長と中長期的な企

業価値の向上のために～」（27年６月１日適用開始予定）

の定着を図るため、国内外にわたる情報発信・周知活動等

に取り組む。 

【担当課室名】 

総務企画局企業開示課、総務企画局市場課 
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施策Ⅲ－３ 

市場取引の公正性・透明性を確保するための制度・環境整備 

達成目標 
投資者保護のための制度・環境の整備等を図ることにより、我が国

市場取引の公正性・透明性の向上に資すること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

市場取引の公正性・透明性を確保し、投資者の保護を図ることは、

金融・資本市場に対する市場参加者の信頼を保持し、我が国市場の活

性化や国際競争力向上に必要不可欠である。 
【根拠】 

・金融商品取引法第 26条、第 177 条、第 210 条 等 

・「日本再興戦略」改訂 2014（平成 26年 6 月 24 日） 

・企業会計審議会「国際会計基準（ＩＦＲＳ）への対応のあり方に関する

当面の方針」（25年 6月 19 日） 

・金融資本市場及び金融産業の活性化等のためのアクションプラン（22

年 12 月 24日）

測定指標 

（目標値・達成時期）

①金融商品取引法上のディスクロージャーの適切性を確保するため

の施策（金融商品取引法上のディスクロージャーの適切性を確保す

るための施策を実施する、27 年度） 

②ＩＦＲＳ任意適用の拡大促進（ＩＦＲＳ任意適用の拡大促進に向け

た取組を実施する、27年度） 

③[主要]情報力に支えられた機動的な市場監視の実施（機動的な市場

監視を実施する、27 年度） 

④[主要]海外当局との必要な連携（海外当局との必要な連携を通じ

て、クロスボーダー取引を利用した不公正取引への対応を行う、27

年度） 

⑤[主要]迅速・効率的な取引調査の実施（迅速・効率的な取引調査を

実施する、27 年度） 

⑥[主要]迅速・効率的な開示検査の実施（迅速・効率的な開示検査を

実施する、27 年度） 

⑦課徴金制度の適切な運用（課徴金制度を適切に運用する、27年度）

⑧[主要]効果的な犯則調査の実施（効果的な犯則調査を実施する、27

年度） 

⑨政策課題の発生に応じた自主規制機関との適切な連携（政策課題の

発生に応じて自主規制機関と必要な協議・検討を行う、27年度） 

⑩効果的な情報発信及び関係諸団体との意見交換の実施（効果的な情

報発信及び関係諸団体との意見交換を実施する、27 年度） 

参考指標 

・課徴金納付命令の実績＜内容・件数＞ 

・国際会計基準（IFRS）の任意適用企業数及びその時価総額の割合 

・取引審査実施状況<内容・件数> 

・情報受付状況<内容・件数> 

・取引調査に係る勧告の実施状況＜内容・件数＞ 

・開示検査に係る検査終了件数、勧告の実施状況＜内容・件数＞ 

・犯則事件の告発の実施状況＜内容・件数＞ 

・市場参加者等に対する意見交換会等の実施状況<内容・件数>
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【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①金融商品取引法上のディスクロー 

ジャーの適切性の確保 

・「企業内容等の開示に関する留意事項（開示ガイドライン）」

等に基づき、引き続き、行政対応の透明性・予測可能性の向

上に努める。 

・有価証券届出書等の発行開示書類については、記載内容の適

切性が確保されるよう、開示ガイドラインに基づき、各財務

局等を通じた記載内容等に関する事前相談や受理時におけ

る審査等を行う。 

・有価証券報告書等の継続開示書類については、有価証券報告

書レビューを通じ、記載内容の適切性の確保に努める。 

・有価証券報告書等の虚偽記載等の違反行為に対して、課徴金

制度を適切に運用する。 

②ＩＦＲＳ任意適用の拡大促進 ・平成 26年 6月に閣議決定された『「日本再興戦略」改訂 2014』

において「ＩＦＲＳの任意適用企業の拡大促進に努めるもの

とする」との施策が盛り込まれたことを踏まえ、引き続きＩ

ＦＲＳの任意適用企業の拡大促進に努める。 

・その際、企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）と連携して、我が

国の考えるあるべきＩＦＲＳについての意見発信を強化す

る。 

・また、ＡＳＢＪにおいて、日本基準の高品質化に向けた検討

を進める。 

・さらに、ＩＦＲＳ設定主体におけるメンバー・スタッフ等と

して活躍し得る人材の育成や、会計実務に携わる者の中にお

いてＩＦＲＳに関する知識・経験が豊富な人材の裾野の拡大

に努める。 

③包括的かつ機動的な市場監視 ・市場監視の空白を作らないよう、発行市場・流通市場全体に

目を向けるとともに、クロスボーダー取引への監視を強化し

ていく。 

・情報の収集・分析態勢等を強化しつつ、幅広く情報を収集し、

個別取引や市場動向の背景にある問題の分析を行い、機動的

な市場監視に役立てる。 

④クロスボーダー取引等を利用した

内外プロ投資家等による不公正取

引への対応 

・当局間の情報交換枠組みの活用等を通じ、海外当局と緊密に

連携して対処するなど、クロスボーダー取引等を利用した内

外プロ投資家等による不公正取引に対する監視を強化して

いく。 

⑤不公正取引に対する迅速・効率的 

な取引調査の実施 

・不公正取引に対する迅速・効率的な調査を引き続き実施し、

法令違反行為が認められた場合には、課徴金納付命令を発出

するよう金融庁に対し勧告を行う。 

・金融商品取引法改正に伴う課徴金の対象拡大や不公正取引の

複雑化等を踏まえ、引き続き、調査手法の工夫、研修等を活

用した調査能力の向上、人材の育成に努めるとともに、デジ

タルフォレンジックの更なる活用などにより、取引調査の一

層の迅速化・効率化に努める。 

・不公正取引を未然に防止する観点から、課徴金事例集の内容

の充実を図るとともに、情報発信の多様化に努めることによ
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り、市場関係者の自主的な規律付けへの働きかけを行う。 

⑥ディスクロージャー違反に対する

迅速・効率的な開示検査の実施 

以下の取組みを進めつつ、有価証券報告書の虚偽記載等に対

する迅速・効率的な検査等を引き続き実施し、法令違反行為が

認められた場合には、課徴金納付命令等を発出するよう金融庁

に対し勧告を行うとともに、自主訂正等により早期に適正な情

報開示が行われるよう、開示企業に働きかける。 

・市場内外の様々な情報を収集・分析するとともに、市場関連

部局との連携を強化し、隠蔽された虚偽記載等に関する端緒

を効率的に発見するよう努める。 

・デジタルフォレンジックの更なる活用や当局間の情報交換枠

組みの積極的な活用等により、迅速・効率的な開示検査を実

施する。 

・市場関連部局との連携を進めるとともに、公認会計士協会、

監査法人及び金融商品取引所との間でも、粉飾事例等に関す

る当委員会の問題意識や関連情報の提供等により、連携を強

化する。 

⑦課徴金制度の適切な運用 ・不公正取引及び有価証券報告書等の虚偽記載等に対して、課

徴金制度を適切に運用する。 

⑧犯則事件に対する厳正な調査の実

施 

・インサイダー取引、相場操縦、偽計（不公正ファイナンス等）

等の金融・資本市場の公正を害する悪質な行為に対して、情

報解析室の支援の下でのデジタルフォレンジックの更なる

活用等により、必要に応じて各地域の捜査機関や財務局、更

に海外当局とも連携のうえ、厳正な調査を実施し、調査の結

果、犯則の心証を得たときは、検察官に対して告発を行う。 

⑨自主規制機関との適切な連携 ・様々な政策課題の発生に応じ、金融商品取引業協会と連携し

て、各自主規制ルールの見直し等について、積極的に協議・

検討する。また、各金融商品取引業協会に共通する横断的な

政策課題が生じた場合には、各協会が連携して取り組めるよ

う働きかけを行う。 

・第二種金融商品取引業協会においては、加盟会員が増加しつ

つあるものの依然として少数にとどまっていることから、金

融庁及び各財務局が同協会と連携し、加盟会員数の拡大に向

けた取組みを行う。 

⑩市場参加者の規律強化に向けた取

組み 

・各市場参加者による自主的な取組みによって市場規律が全体

として強化されるよう、自主規制機関や市場の公正性確保に

重要な役割を持つ諸団体等との間で、意見交換の実施や講演

会への講師派遣のほか、当該諸団体等の機関紙への寄稿等を

通じ、検査や調査等で把握した問題意識の共有等を図る。 

・証券取引等監視委員会における勧告・告発事案等の活動状況

の公表にあたっては、当該個別事案の内容に加え、その事案

の市場や社会における位置付けや影響についても、ウェブサ

イトやメールマガジン等を通じ、その情報発信に取り組む。 
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【担当課室名】 

証券取引等監視委員会事務局、総務企画局総務課審判手続室、総務企画局市場課、総務企画局 

企業開示課、監督局証券課 
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施策Ⅲ－４ 

市場仲介機能が適切に発揮されるための制度・環境整備 

達成目標  金融商品取引業者等の健全かつ適切な運営を確保すること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

市場仲介機能が適切に発揮されるよう、効率的かつ効果的な監督

及び検査を実施し、金融商品取引業者等の業務の健全かつ適切な運

営の確保を図る。 
【根拠】 

・金融商品取引法第 51条、第 56条２項 等 

・金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針 

・平成 27年度証券検査基本方針及び証券検査基本計画

測定指標 

（目標値・達成時期）

①内外の経済・金融環境の変化を踏まえた効率的かつ効果的な監督

の実施（内外の経済・金融環境の変化を踏まえ、効率的かつ効果

的な監督を実施する、27 年度） 

②[主要]検査対象先の特性に応じた効率的かつ実効性ある証券検査

の実施（検査対象先の特性に応じた効率的かつ実効性ある証券検

査を実施する、27 年度） 

③政策課題の発生に応じた自主規制機関との適切な連携（政策課題

の発生に応じて自主規制機関と必要な協議・検討を行う、27 年度）

参考指標 

・金融商品取引業者等に対する行政処分の実施状況＜内容・件数＞ 

・各指定紛争解決機関における苦情処理・紛争解決手続の実施状況 

＜受付件数等＞ 

・証券検査実施状況＜内容・件数＞ 

・証券検査に係る行政処分等の勧告の実施状況＜内容・件数＞ 

・証券検査における金融商品取引業者等に対する法令遵守等の不備

に係る通知の実施状況＜内容・件数＞ 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①金融商品取引業者等に対する効率

的かつ効果的な監督の実施 

・金融商品取引業者等を取り巻く内外の経済・金融環境の変

化を踏まえた重点事項の把握、業態・個別金融商品取引業

者等の状況等に応じた実態把握、重要な経営課題に焦点を

当てた定期又は随時のヒアリングを実施するなど、リスク

ベースでの効率的かつ効果的な監督に努める。 

・適時・適切に監督指針等の整備を行って監督上の着眼点を

明らかにするなど、明確なルールを整備した上で、報告徴

求等による事実関係を把握に努める。その結果、法令違反

の事実等が確認された場合には、業務改善命令・業務停止

命令等の行政処分を行う。また、証券監視委の検査結果を
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受け、問題があると認められた業者に対しても、業務改善

命令・業務停止命令等の行政処分を含めた機動的な対応を

行う。さらに、金融商品取引業者等における業務改善の実

施状況を適切にフォローアップし、再発防止に努める。 

・大規模かつ複雑な業務をグループ一体として行う指定親会

社グループ及び特別金融商品取引業者グループに対して

は、定期又は随時のヒアリング、各種報告書及び報告徴求

等により、グループベースでの自己資本の充実の状況やリ

スク管理態勢等について実態把握を行い、既に生じた問題

の解決のみにフォーカスするのではなく、潜在的な問題の

顕在化を未然に防止するためのフォワードルッキングな

態勢整備を促すことで、より中長期的な観点からの統制環

境向上を奨励していく。 

・監督カレッジ等の各国当局の意見交換の場も利用しつつ、

当局間のベストプラクティスについて情報を収集し、監督

行政において活用することで、金融庁の監督実務の継続的

な向上に取り組む。 

②金融商品取引業者等に対する効率

的かつ効果的な検査の実施 

金融商品取引業者等に対しては、「平成 27 年度証券検査基

本方針及び基本計画」に基づき、以下の取組みを進めつつ、

効率的かつ効果的な検査の実施に努め、問題点が認められた

場合には指摘するほか、重大な法令違反行為等が認められた

場合には、行政処分等を求める勧告を行う。 

・検査実施の優先度の判断を適切に行うため、業態の特性、

顧客の特性及び複雑化・多様化する金融商品・取引の特性

を踏まえたリスク感度を一層高め、情報の収集・分析能力

を強化し、リスク・ベースでの検査対象先の選定、検査の

着眼点の絞り込みを行う。 

・必要に応じ、複数の検査対象先に対して、特定の検証事項

に焦点を絞った検査を実施し、経営管理・内部管理態勢等

について、検査対象先の業態、規模、特性等を踏まえて双

方向の議論を行う。 

・「平成 26 事務年度金融モニタリング基本方針」で掲げられ

ている重点施策及び監督上の着眼点により示されている

項目にも着目した検査を実施していく。 

・大規模証券会社グループ等について、オンサイト・オフサ

イトモニタリングの一体化を通じて、十分な実態把握を行

い、検査における検証テーマを絞り込むことで検査をより

効果的・効率的に実施していく。 

・自主規制機関とも連携しつつクラウドファンディング業者

に対する検査態勢を整備する。 

・無登録業者や適格機関投資家等特例業務届出者による金商

法違反行為等に対して、必要に応じ、禁止命令等の申立て、

検査・調査対象先の名称・代表者名・法令違反行為等の公

表を行うなど、引き続き厳正に対処していく。 
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③金融商品取引業者等の自主規制機

関との適切な連携 

・様々な政策課題の発生に応じ、金融商品取引業協会と連携

して、各自主規制ルールの見直し等について、積極的に協

議・検討する。また、各金融商品取引業協会に共通する横

断的な政策課題が生じた場合には、各協会が連携して取り

組めるよう働きかけを行う。 

・第二種金融商品取引業協会においては、加盟会員が増加し

つつあるが、引き続き、金融庁及び各財務局が同協会と連

携し、加盟会員数の拡大に向けた取組みを行う。 

【担当課室名】 

 証券取引等監視委員会事務局、監督局証券課 
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施策Ⅲ－５ 

 市場機能の発揮の基盤となる会計監査に関する制度・環境整備 

達成目標 
適正な会計監査の確保により市場機能の発揮の基盤が強化される

こと 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

公認会計士・監査法人による監査は、財務書類の信頼性確保のた

めに極めて重要な役割を果たすものであり、厳正な会計監査の確保

を図ることが重要である。 
【根拠】 

・公認会計士法第１条、第１条の２ 等

測定指標 

（目標値・達成時期）

・監査基準等の整備に向けた取組み状況（国際的な議論も踏まえ、

監査基準等の整備に向けた取組みを実施、27 年度） 

・[主要]公認会計士・監査法人等に対する適切な監督（虚偽証明等

に関わった公認会計士・監査法人等に対して、適切な監督を実施、

27 年度） 

・[主要]品質管理レビューの審査及び監査法人等に対する検査の実

施状況（監査法人等における監査品質の一層の向上に向け、品質

管理レビューの審査及び監査法人等に対する検査の的確な実施、

27 年度） 

・海外監査監督当局との協力・連携状況（我が国会計・監査制度に

対する国際的な信頼の確保に向けた海外監査監督当局との連携強

化、27 年度） 

・受験者等への情報発信の拡大状況（多様な人々が試験に挑戦する

ことを促すため、受験者等へ情報発信を拡大、27 年度） 

・優秀な会計人材確保に向けた取組みの推進状況（公認会計士等の

活動等に向けた施策の実施や公認会計士資格の魅力向上に向けた

検討の実施、27年度） 

参考指標 

・公認会計士等に対する行政処分の実施状況＜内容・件数＞ 

・監査法人等に対する検査に係る勧告の実施状況＜件数＞ 

・公認会計士・監査審査会ウェブサイトへのアクセス件数 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①監査基準等の整備に向けた取組み ・適正な会計監査の確保に向け、国際的な議論も踏まえ、監

査基準等の整備に向けた取組みを実施する。 

②公認会計士・監査法人等に対する 

適切な監督 

・虚偽証明等の問題事例について、厳正な処分を行うなど、

引き続き、公認会計士・監査法人等に対する適切な監督を

実施する。 
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③品質管理レビューの適正な審査及 

び監査法人等に対する的確な検査 

・日本公認会計士協会が行う品質管理レビューに係る審査を

適切に行い、監査法人等に対する検査等を的確に実施し、

必要があると認めるときは、金融庁に処分等の勧告を行

う。 

監査先企業のグローバル化の進展など最近の監査を取

り巻く環境変化を踏まえ、審査・検査のより一層の充実・

強化を図るため、関係機関等と連携を密にし、監査法人等

に関する幅広い情報の収集・分析を行う。また、監査法人

の規模等により監査事務所の運営が異なることから、監査

事務所の態様に応じた検査計画の策定や検査の実施に取

り組む。特に、大手監査法人に対しては、オフサイトのモ

ニタリングを一層強化するとともに、検査においては、リ

スクにフォーカスしたテーマ別検査、ベストプラクティス

の確立に資するような検査、準大手監査法人に対する検査

期間を短縮した定期的検査、更には中小監査事務所に対し

ては、中小監査事務所に見られる体制に起因して生じる業

務運営や品質管理に関する問題に留意した検査を行うこ

とにより、監査法人の経営管理体制など不備の根本原因を

究明するとともに、引き続き、報告徴収や機動的な検査対

応の一層の活用に努める。さらに、審査及び検査の結果の

分析から把握された業界横断的な問題点等について関係

機関等との間での積極的な意見交換や情報発信等に取り

組む。なお、外国監査法人等に対する検査の実施を引き続

き検討する。 

④海外監査監督当局との協力・連携 ・監査監督機関国際フォーラム（ＩＦＩＡＲ）を中心とした

監査監督に係る国際的な会合に参画し、様々な検討課題

（監査法人のビジネスモデル及びグローバルネットワー

クの役割、監査監督分野での多国間情報交換枠組み（ＭＭ

ＯＵ）の最終化等）に対して、積極的に関与・貢献を行う。

また、ＩＦＩＡＲが設立を目指す恒久的事務局を東京に誘

致するための積極的な誘致活動を行っていく。さらに、二

国間での監査監督上の協力に関する情報交換枠組みの締

結に向けた交渉の推進など、海外監査監督当局との多国

間・二国間両面での緊密な協力・連携を図る。 

・監査・会計制度に係る国際的な議論の動向について常に意

を用い、審査会における審査・検査の高度化につなげる。 

⑤優秀な会計人材確保に向けた取組

みの推進 

・引き続き、日本公認会計士協会や経済界等と連携しつつ、

制度改正に限定されない幅広い観点から、公認会計士の魅

力の向上策について議論を深めるとともに、公認会計士等

の活動領域の拡大等に向けた取組みを進める。 

・公認会計士試験（平成 27 年試験等）の円滑な実施に努め

るとともに、我が国の会計・監査を担う優秀な人材の確保

に向け、多様な人々の受験を促すため、公認会計士資格の

魅力の向上に向けた取組みを行うほか、受験者のすそ野の

拡大を図るため、高校生等の若年層も対象とした広報活動

の強化に向けた取組みを進める。 
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【担当課室名】 

公認会計士・監査審査会事務局、総務企画局企業開示課、総務企画局総務課審判手続室
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施策Ⅳ－１ 

国際的な政策協調・連携強化 

達成目標 

国際的な金融規制改革に積極的に参画し、主導的な役割を担うこ

と等を通じ、国際金融システムの安定と発展、ひいては我が国経済

の持続的な成長に資すること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

国際金融システムの安定と発展、ひいては我が国経済の持続的な

成長に貢献するため、国際会議・二国間協議等を通じて国際的な金

融規制改革のための政策協調を推進するとともに、各国・地域と更

なる連携強化を図る。 
【根拠】 

・Ｇ20ブリスベン・サミット首脳宣言（平成 26年 11 月）等

測定指標 

（目標値・達成時期） 

・金融庁が参加している国際的な金融規制改革に関する国際会議に

おける基準・指針等の策定状況 

（国際機関等において、各国の合意の上で策定されるものである

ため、数値基準の設定は困難であるものの、金融危機の再発防止

及び金融システムの安定確保の観点から、国際的な金融規制改革

の議論・ルール策定等に積極的に参画・貢献する、27 年度） 

・〔主要〕国際的な金融規制改革に関する国際会議への出席状況 

（金融危機の再発防止及び金融システムの安定確保の観点から、

国際的な金融規制改革の議論・ルール策定等に関する会議には、

可能な限り出席する、27年度） 

・他国当局等との対話の状況 

（海外の金融当局との対話を通じて、規制・監督上の問題に関す

る連携を強化する、27年度） 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①国際的な金融規制改革への積極

的な参画・貢献 

・26 年 11月に開催されたＧ20ブリスベン・サミット首脳宣言

において、「現下の課題は、新たなリスクに引き続き注意を

払いつつ、我々の政策枠組みの残っている要素を最終化する

ことであり、また、合意した金融規制改革を実施すること」

とされたことを受け、今後、金融庁として、国際的な金融規

制改革において、新たなリスクへの対応及び残された課題の

最終化などに係る検討に貢献すべく、引き続き、Ｇ20、金融

安定理事会（ＦＳＢ）、バーゼル銀行監督委員会（ＢＣＢＳ）、

証券監督者国際機構（ＩＯＳＣＯ）、保険監督者国際機構（Ｉ

ＡＩＳ）等における議論に積極的に参画・貢献していく。 

②国際的な金融規制改革のための海

外当局との連携強化等 

・国際的な金融規制改革について、海外当局と金融協議や意見

交換を積極的に行うなど、各国・地域との戦略的連携を一層

強化する。 
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③マネー・ローンダリング及びテロ

資金供与対策への対応 

・ＦＡＴＦ等の政府間における国際的な議論及び取組みに積極

的に参画・貢献していくと共に、ＦＡＴＦ第３次対日相互審

査におけるＦＡＴＦ勧告履行上の指摘事項については、改善

の進捗状況をＦＡＴＦに対し、関係省庁と緊密に連携した上

で丁寧に説明する。 

【担当課室名】 

総務企画局総務課国際室、総務企画局企業開示課、総務企画局市場課、総務企画局企画課調査室、

監督局総務課、監督局総務課国際監督室 
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施策Ⅳ－２ 

アジア諸国をはじめとする新興国の金融・資本市場の整備及び金融業の一層の

開放に向けた政策協調 

達成目標 

アジア諸国をはじめとする新興国の金融・資本市場の整備を促進

することを通じて、日本企業及び金融機関のこれらの新興国におけ

る活動を金融面で支援し、これらの新興国の経済成長を日本の経済

成長に取り込む。 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

日本の成長強化のためには、日本企業及び金融機関のアジアをは

じめとする新興国における事業展開の円滑化を通じ、これらの新興

国の成長力を取り込む必要がある。 

こうした観点から、日本企業及び金融機関の事業展開の促進並び

に新興国の成長力基盤の強化に資する、金融インフラの一層の整備

を支援する。併せて金融規制の緩和を促す。 

また、環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）をはじめとする経済

連携協定（ＥＰＡ）に係る金融サービス自由化交渉に積極的に参加

し、金融サービス分野の自由化の進展を図る。 
【根拠】 

・「日本再興戦略 - JAPAN is BACK  」（平成 25年６月 14 日閣議決定） 

・「日本再興戦略」改訂 2014  未来への挑戦-（平成 26年６ 月 24 日閣

議決定）

測定指標 

（目標値・達成時期）

・当局間の関係強化に向けた取組状況（二国間金融協議やアジア／

グローバル金融連携センターの運営を通じ、相手国の金融インフ

ラの発展状況及び支援ニーズを的確に把握し、具体的な技術協力

の方向性・内容を決定する対話機会の確保、27年度） 

・〔主要〕技術協力の実施状況（金融協議等を通じて決定した具体

的な技術協力の方向性・内容に沿った着実な技術協力の実施、ア

ジア／グローバル金融連携センターの運営、27年度） 

参考指標 － 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①アジア諸国をはじめとする新興

国における金融インフラ整備支

援及び金融・資本市場の規制緩和

の促進等 

・日本企業及び金融機関のアジアをはじめとする新興国に

おける事業展開を支援するとともに、これらの新興国の

金融・資本市場の発展によりアジア経済の成長を促進す

るため、これら諸国に対し、各国のニーズを踏まえた上

で、法令制定などの制度整備支援や、金融行政に係る知

見・経験等の共有といった具体的な協力案件を形成・実

施していくこととする。 

・金融インフラ整備支援を行うにあたっては、金融技術協

力に関する書簡交換等によって構築した長期的な協力枠

組みを土台とすることも含め、公的セクター及び民間セ

クターの関係者とも連携しながら、積極的な取組みを行
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う。 

・「アジア金融連携センター」を「グローバル金融連携セン

ター（仮称）」に改組し、支援対象国の拡大等を図る。 

・アジア／グローバル金融連携センターに招聘した研究員

との意見交換や研究員によるプレゼンテーション等を通

じて、アジア諸国をはじめとする新興国の金融・資本市

場における具体的な課題を学びつつ、各研究員のニー

ズ・関心に応じたプログラムを提供する等、実効的な金

融技術支援を推進するとともに、新興国の金融当局との

ネットワークを強化し、日本と新興国との連携拠点とし

ての機能が発揮されるよう努める。 

・ＴＰＰをはじめとする経済連携協定（ＥＰＡ）に係る金

融サービス自由化交渉に積極的に参加し、アジア諸国の

金融サービス分野の自由化の進展を図る。 

【担当課室名】 

総務企画局総務課国際室 
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施策Ⅳ－３ 

金融サービスの提供者に対する事業環境の整備 

達成目標 
金融サービスの提供者が、利用者のニーズに的確に対応しつつ、

積極的に事業を展開できる環境を確保すること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

金融を巡る状況の変化に対応し、我が国経済における民需主導の

成長の実現に資する規制・制度改革を推進すること等により、金融

サービスの提供者が、利用者のニーズに的確に対応しつつ、積極的

に事業を展開できる環境を確保する必要がある。 
【根拠】 

・「産業競争力の強化に関する実行計画」（平成 26年１月 24日閣議決

定） 

・「「日本再興戦略」改訂 2014」（平成 26年６月 24日閣議決定） 

・「規制改革実施計画」（平成 26 年６月 24 日閣議決定） 等

測定指標 

（目標値・達成時期）

・「規制改革実施計画」に盛り込まれる項目等の検討作業（「規制改

革実施計画」に盛り込まれる項目等の検討・必要な措置の実施、

27 年度） 

・ノーアクションレター、一般法令照会の受理から回答までの処理

期間（ノーアクションレター制度等を利用した法令照会への対応

について、所定の処理期間の遵守を徹底するとともに、可能な限

り、その短縮を図る、27 年度） 

・金融機関等との意見交換の会合（官民ラウンドテーブル等）の開

催実績（金融業をめぐる課題等を踏まえて必要に応じ実施、27年

度） 

・[主要] 「金融・資本市場活性化に向けての提言」及び「金融・資

本市場活性化に向けて重点的に取り組むべき事項（提言）」を踏ま

えた金融・資本市場活性化策の検討作業（「金融・資本市場活性化

に向けての提言」及び「金融・資本市場活性化に向けて重点的に

取り組むべき事項（提言）」を踏まえた金融・資本市場活性化策に

係る施策の実施、27 年度） 

参考指標 

・規制改革ホットライン等の回答状況 

・ノーアクションレター、一般法令照会の受理件数及び回答件数 

・金融業界との意見交換会等の実施実績 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①規制・制度改革等の推進 ・金融サービスの提供者が、利用者のニーズに的確に対応し

つつ、積極的に事業展開できる環境を整備すべく、金融サ

ービスの提供者・利用者の声をよく把握しながら、我が国

経済における民需主導の成長の実現に資する規制・制度改

革等を進めていくとともに、金融を巡る状況の変化に対応

した規制・制度の在り方を積極的に検討。 
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②事前確認制度の適切な運用 ・ノーアクションレター制度等について、一層の利用を促す

ためにホームページ等を活用した周知を引き続き行うと

ともに、同制度の適切な運用を図る。 

③官民による持続的な対話の実施 ・我が国金融機能向上・活性化に向けて、官民が持続的な対

話を行うための会合（官民ラウンドテーブル等）を開催。 

④金融・資本市場活性化策の検討 ・金融と実体経済が相互に付加価値を生む好循環を実現し、

我が国経済の再生に金融面から貢献するため、「金融・資

本市場活性化に向けての提言」に盛り込まれた施策につい

て、必要に応じて外部機関への調査研究の委託等も活用し

つつ、その実現に向けた検討を進める。 

【担当課室名】 

 総務企画局政策課、総務企画局企画課、監督局総務課 
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施策Ⅳ－４ 

 金融行政についての情報発信の強化 

達成目標 

金融行政についての情報発信を強化することにより、当局として

の方針や施策の意図・内容を内外の関係者に正確に伝える環境の整

備を推進すること。 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

透明性・予測可能性を確保しつつ金融行政を適切に推進していく

上で、当局としての方針や施策の意図・内容が内外の関係者に正確

に伝わることが重要であり、引き続き情報発信を強化していく必要

がある。 

とりわけ、金融は他の分野に比べてもグローバル化が進展してい

る分野であることから、海外に向けて情報発信の充実が必要である。

測定指標 

（目標値・達成時期）

・[主要]金融庁ウェブサイト（日本語版・英語版）へのアクセス件

数（対前年度比増加・27年度） 

・[主要]金融庁ウェブサイト（英語版）へのアクセス件数（対前年

度比増加・27年度） 

・新着情報メール配信サービス登録件数（対前年度末比増加・27年

度末） 

・金融庁Twitterのフォロワー数（対前年度末比増加・27年度末） 

参考指標 

・報道発表件数 

・金融庁 Twitter のツイート（発信）回数 

・英語ワンストップサービスの対応件数

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

① 金融行政に関する広報の充実 以下の通り、引き続き、様々なツールを通じ、金融行政に

ついての情報発信を強化する。その際、どの対象（国内・国

外のメディア・一般国民・金融機関・投資家等のいずれか）

に、何を発信するかについて明確化し、それぞれに相応しい

手段（大臣会見、報道発表、説明会開催、個別説明等）によ

る情報発信を行っていく。 

・メディアを通じた広報に関しては、大臣による閣議後会見

や、重要施策についての記者向け説明を積極的に実施する。 

・ウェブサイトを活用した広報に関しては、大臣等の記者会

見録や報道発表等、掲載コンテンツの充実を図る。特に国

民の関心が高い、あるいは国民に幅広い周知が必要な施策

に関しては、担当課室と連携しつつ、特設サイトを設置す

る。また、必要に応じて、内閣官房内閣広報室及び内閣府

大臣官房政府広報室と積極的に連携を図り、政府広報も活

用した施策の周知を図る。なお、新着情報メール配信サー

ビスについては、サービス内容の周知を図る。

・海外向け広報に関しては、英語による情報発信の強化とし
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て、金融庁ウェブサイト（英語版）の利便性向上や、英語

で発信すべき情報等を検討した上でコンテンツの充実を図

っていく。また、情報発信のタイムリー性の観点から、一

週間の日本語での新着情報（報道発表）の案件名を英訳し

た「FSA Weekly Review」において、発表資料の概要を掲載

していく。 

・英語ワンストップサービスに関しては、海外からの事実関

係の質問や法令解釈の照会等に対し、引き続き適切に対応

していく。 

・Twitterの活用については、その特性（字数制限）を活かし

た簡明な表現による情報発信を積極的に行っていく。 

【担当課室名】 

総務企画局政策課広報室、総務企画局政策課 
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施策Ⅳ－５ 

金融リテラシー（知識・判断力）の向上のための環境整備 

達成目標 金融リテラシーが向上すること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

金融リテラシーの向上は、以下の点から重要である。 

・ 金融取引を巡るトラブルから身を守るとともに、ローン、保険、

資産運用商品等の金融商品を賢く利用することを通じて、生活

の質の向上につながる。 

・  利用者保護の実現には、当局による規制だけでは限界があり、

過度な規制は、金融機関等のイノベーションを阻害するという

問題もある。このため、利用者の金融商品を選別する目が確か

になれば、より良い金融商品の普及も期待できる。 

・  現在、約 1,700 兆円に迫る家計金融資産の過半は現預金とな

っている。資産運用を行う上での基礎知識を身に付け、家計が

国内外の資産（株式、債券等）への中長期・分散投資を進める

ことは、家計の安定的な資産形成に資するだけでなく、成長資

金の供給等を通じ、デフレ脱却にも資すると考えられる。 

【根拠】 

・消費者基本計画（22年 3月閣議決定） 

・日本経済再生に向けた緊急経済対策（25 年１月 11日閣議決定） 

・金融経済教育研究会報告書（25年４月 30日公表） 

・消費者教育の推進に関する基本的な方針（25年６月 28 日閣議決定） 

・金融・資本市場活性化に向けての提言（25年 12月 13 日公表）  

・金融・資本市場活性化に向けて重点的に取り組むべき事項（提言） 

                      （26年６月 12日公表）

測定指標 

（目標値・達成時期）

・国民の金融知識の状況：生活設計策定の有無 

（前回調査時より向上・27 年度調査実施時点） 

・[主要]国民の金融知識の状況：金融商品の選択 

（金融商品を選択するための金融知識の普及、27 年度） 

・国民の金融知識の状況：金融広報中央委員会の認知度 

（金融広報中央委員会のウェブサイト（「知るぽると」）の周知、

27 年度） 

※金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」 

参考指標 － 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

① 金融経済教育の推進  「最低限身に付けるべき金融リテラシー」の内容を項目

別・年齢層別に具体化・体系化したマップの公表により、身

に付けるべき内容が明確になり、より効果的・効率的に金融
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経済教育を推進することが可能となりました。引き続き、金

融経済教育推進会議において、無駄や隙間を生じさせないよ

う、関係団体が適切な役割分担を行い、全体の取組みを関係

者間でフォローし、進行管理を行いながら、着実に金融経済

教育を推進していくことが重要である。 

 また、銀行、証券、保険、資産運用など業界横断的な取組

みの加速を行うことが重要である。 

・  金融経済教育は、初等中等教育から社会人、高齢者に

至るまで金融リテラシーの底上げを図っていくことが極

めて重要。 

そのため、金融経済教育推進会議を通じた幅広い取組

みが必要。 

・  大学生に対して、金融経済教育を体系的に行う必要が

あるため、大学の教養課程などにおいて「金融リテラシ

ー・マップ」を基にした授業の実施を検討してもらうよ

う、大学に対して働きかけを実施することにより、大学

における連携講座を拡充。 

・  金融庁では従前より、金融取引の基礎知識をまとめた

ガイドブック「基礎から学べる金融ガイド」及び未公開

株取引等に関するトラブルについて分かりやすく解説

した「実例で学ぶ「未公開株」等被害にあわないための

ガイドブック」を配布し、金融知識の普及を図っている

ところであるが、「金融リテラシー・マップ」の作成を

踏まえて、その内容を反映したガイドブックを作成。 

・  関係団体と連携しながら、金融経済教育に関するシン

ポジウムの開催、家計管理と生活設計について考える相

談会の開催及び金融庁ウェブサイトを通じた情報の提供

等を実施。 

【担当課室名】 

総務企画局政策課 
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業務支援基盤の整備のための取組み１－(１) 

 金融行政を担う人材の確保と資質の向上 

達成目標 
高い専門性と幅広い視野を持った多様な職員の確保と資質の向上

を図ること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

高度に専門化するとともに経済活動・国民生活に多大な影響を与

え得る金融行政に的確に対応するため、高い専門性と幅広い視野を

持った多様な職員を確保し、その資質の向上を図ることが必要です。
【根拠】 

ベター・レギュレーション（金融規制の質的向上）、金融・資本市場競

争力強化プラン（平成 19年 12 月 21 日）

測定指標 

（目標値・達成時期）

①組織として力を発揮できる体制に向けた取組み（ⅰ. 「金融庁職

員のあり方」の職員への浸透、ⅱ.ＰＤＣＡサイクルによる業務改

善等の継続実施、[主要]ⅲ．女性職員活躍と職員のワークライフ

バランス推進のための取組計画の実行、27 年度） 

②[主要]研修等の実施状況（国内外の大学院への留学や研修の実施

等を通じて、専門性の高い人材の育成を図る（30 名）、27年度） 

③[主要]人材派遣等の状況（国際機関や民間企業等への派遣を通じ

て、職員の専門性の強化と幅広い視野を持った職員の育成を図る

（50 名）、27 年度） 

④[主要]民間専門家の在職者数（民間企業経験者や弁護士・公認会

計士等の専門家の採用・登用を積極的に実施（350 名超）、27 年度）

参考指標 

①関連 

 ⅰ）「金融庁職員のあり方」の職員への浸透に向けた取組み 

 ⅱ）ＰＤＣＡサイクルによる業務改善の取組み 

 ⅲ）「女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のための取

組計画」に基づく施策の実施状況 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①高い専門性と幅広い視野を持った

多様な職員の確保と資質の向上 

・職員の基本的な取組姿勢をまとめた「金融庁職員のあり方」

の職員への浸透、ＰＤＣＡサイクルによる業務改善の取組

みを継続して実施するとともに、27年 1月に策定・公表し

た「女性職員活躍と職員のワークライフバランス推進のた

めの取組計画」に基づき各施策を着実に実行する。特に、

27 年７月・８月は、勤務開始時間を早め夕方早くに退庁す

る「夏の生活スタイル変革」に積極的に取り組む。 

・金融行政を担う人材の確保と資質向上に係る方針に基づ

き、金融行政の各専門分野（銀行・保険・証券・市場・開

示・官房）における専門的能力の向上、国際面での対応力

の強化、外部からの専門的人材の確保、官民人材交流の促

進等について、継続的かつ積極的に取り組む。 

【担当課室名】 

総務企画局総務課、総務企画局総務課開発研修室
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業務支援基盤の整備のための取組み２－(１) 

 学術的成果の金融行政への導入・活用 

達成目標 
的確な調査研究分析を通じて、学術的成果を適切に金融行政へ導

入・活用すること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

金融情勢の変化に的確に対応しつつ、適切な行政運営を確保して

いくため、金融環境に対応した様々なテーマについて調査研究分析

等を行い、その学術的成果を金融行政へ導入・活用して、専門的か

つ客観的裏付けに基づいた金融行政の遂行を図る必要がある。 

研究会等の開催により、外部有識者の知見を金融行政へ活用する

ための金融行政とアカデミズムとのネットワーク構築が図られてい

るが、今後もこのような取組みを持続的に行っていくことが必要で

ある。 

測定指標 

（目標値・達成時期）

・［主要］調査研究分析成果物の作成 

（調査研究分析の成果物を作成し、金融行政の参考となる調査研究

を実施すること、27 年度） 

・コンファレンス、勉強会・研究会等の定期的な開催、産・官・学

の交流を図る機会を必要に応じて随時設定 

（コンファレンス、勉強会・研究会等を開催し、産・官・学のより

一層のネットワーク強化を図ること、27年度） 

・金融経済学勉強会及び金曜ランチョンの開催状況（35回、27 年度）

参考指標 － 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

① 金融行政の参考となる調査研究

の実施 

・金融行政における判断にアカデミズムの知見を有効に活用

するため、庁内要望に基づく多岐にわたるテーマを選定

し、調査研究を行う。 

② 産・官・学のネットワーク強化 ・金融に関する産・官・学のネットワーク強化のため、産・

官・学の人材交流・コンファレンス・勉強会・研究会等を

開催する。その際には、調査研究と同様、金融行政におけ

る判断に参考となるような適切なテーマ設定を行う。 

【担当課室名】 

総務企画局政策課研究開発室 
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業務支援基盤の整備のための取組み３－(１) 

 金融行政における情報システムの活用 

達成目標① 
最適化の早期実現、情報システムの見直し及びそれに伴う運用コ

ストの削減を図ること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」において、「ＩＴ投資の重点化・

効率化の徹底による全体最適を実現する」こととされており、従前

より当庁においても、効率化・合理化などの効果が見込まれる業

務・情報システム分野において、「業務・システム最適化計画」を

策定し、減量・効率化等の取組みを進めているところである。 

また、当該宣言において、各府省は「重複する情報システムやネ

ットワークの統廃合、必要性の乏しい情報システムの見直しを進め

るとともに、政府共通プラットフォームへの移行を加速する」こと

とされている。 

 当庁においても、「政府情報システム改革ロードマップ」に基づき、

情報システム改革に取り組んでいる。また、情報システム改修等に

関する経費について、「政府情報システム投資計画書」を作成し、予

算執行過程における適切な目標管理に取り組んでいる。 
【根拠】 

・「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成 27年●月●日閣議決定）【Ｐ】 

・「業務・システム最適化計画について」（平成 26 年 4月 1日各府省情報

化統括責任者（CIO)連絡会議決定） 

・「政府情報システム改革ロードマップ」（平成 27年 3 月 4 日各府省情報

化統括責任者（CIO)連絡会議決定） 

・「平成 27 年度政府情報システム投資計画」（平成 27 年●月●日各府省

情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）【Ｐ】 

測定指標 

（目標値・達成時期）

・金融検査及び監督並びに証券取引等監視等業務に関する業務・シ

ステム（金融庁業務支援統合システム） 

目標値：単年度で 207,560 千円の経費の削減及び 9,453 人日

の業務処理時間の短縮 

達成時期：27 年度 

・公認会計士試験システムの政府共通プラットフォームへの移行 

   目標値：22,322 千円（削減後のシステム運用等経費） 

   達成時期：29 年度  

  ※「平成 27年度政府情報システム投資計画書」に基づく事業 

・[主要]「政府情報システム改革に関するロードマップ」に基づき、

情報システム数（政府共通プラットフォームへ移行する情報シス

テムを含む）及びスタンドアロンコンピュータの台数の削減。 

 （１）情報システム数の削減 

   目標値：１２システム（削減後に存続する情報システム数） 

達成時期：30 年度 

（２）スタンドアロンコンピュータの台数削減 

  目標値：240 台（削減後に存続する情報システム数） 

  達成時期：30 年度 

参考指標 － 
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達成目標② 情報セキュリティ対策を推進すること

目標設定の考え方 

及びその根拠 

「サイバーセキュリティ戦略」において、政府機関においては「情

報及び情報システムに係る情報セキュリティ水準の一層の向上」が

求められているため、当庁においても、技術的な情報セキュリティ

対策の強化に加え、職員の情報セキュリティに関する意識の向上に

取り組んでいる。 
【根拠】 

・「サイバーセキュリティ戦略」（平成 27 年●月●日情報セキュリティ政

策会議決定）【Ｐ】 

・「サイバーセキュリティ 2015」（平成 27 年●月●日情報セキュリティ

政策会議）【Ｐ】

測定指標 

（目標値・達成時期）

・情報管理研修の受講率 

目標値：100％ 

   達成時期：27 年度 

・情報セキュリティに関する職員の自己点検における遵守事項の実

施率 

目標値：93％以上 

   達成時期：27 年度 

参考指標 － 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①最適化の早期実現、情報システム

の見直しに伴う運用コストの削減 

・金融庁業務支援統合システムについては、システムの安定 

運用及び「業務・システムの最適化計画」に基づく測定指 

標における目標値の発現状況をフォローアップする。 

・新たな情報システムの構築、既存システムの改修等につい

ては、その内容及び経費の内訳、中期的な総投資額見込み

並びに投資対効果を明らかにし、予算執行過程における適

切な目標管理に取り組んでいく。 

・政府情報システム改革ロードマップに基づき、重複する情

報システムやネットワークの統廃合、必要性の乏しい情報

システムの見直しを進めるとともに、政府共通プラットフ

ォームへの移行に取り組んでいく。 

②情報セキュリティ対策の推進 ・情報セキュリティ対策を推進するため、引き続き、技術的

な対策の導入を図る。 

・情報セキュリティポリシー等関連規則の遵守の徹底を図る

ことにより、職員の情報セキュリティに関する意識の向上

に努める。 

【担当課室名】 

総務企画局総務課情報化統括室、総務企画局総務課、総務企画局総務課管理室、総務企画局総務

課開発研修室、総務企画局市場課、総務企画局企業開示課、総務企画局政策課広報室、総務企画

局政策課研究開発室、監督局総務課、検査局総務課、証券取引等監視委員会事務局総務課、公認

会計士・監査審査会事務局総務試験室
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業務支援基盤の整備のための取組み３－(２) 

 災害等発生時における金融行政の継続確保 

達成目標 金融庁の業務継続体制の充実・強化を図ること 

目標設定の考え方 

及びその根拠 

「首都直下地震緊急対策推進基本計画」等において、行政機能の

中核を担う中央省庁には業務継続計画の策定等を通じて業務継続性

の確保を図ることが求められていることを踏まえ、金融庁としても、

業務継続性の確保に係る取組みを進める。 
【根拠】 

・首都直下地震緊急対策推進基本計画（平成 26年３月 28 日閣議決定） 

・政府業務継続計画（首都直下地震対策）（平成 26 年３月 28日閣議決

定） 

・新型インフルエンザ等対策政府行動計画（平成 25 年６月７日閣議決

定） 

・新型インフルエンザ等対応中央省庁業務継続ガイドライン 

（26 年３月 31日）

測定指標 

（目標値・達成時期）

・[主要]災害等発生時における金融行政の継続確保のための取組み 

（「政府業務継続計画（首都直下地震対策）」などを踏まえ金融庁

業務継続計画の実効性を検証するなど見直しを実施、27 年度中）

・[主要]災害等発生時に備えた訓練 

（金融行政の継続確保の観点から、関係機関と連携して実践的な

訓練を実施、27年度中） 

参考指標 － 

【平成２７年度の主な事務事業】 

事務事業 実施内容 

①災害等発生時における金融行政の

継続確保 

・「金融庁業務継続計画（首都直下地震対応編）」の見直しを

実施する。 

また、新型インフルエンザ等対策訓練を踏まえて、「金

融庁業務継続計画（新型インフルエンザ等対応編）」の見

直しを実施する。 

②災害等発生時に備えた訓練 ・関係機関と連携して実践的な訓練を実施することにより、

金融庁業務継続計画の実効性の検証を行う。 

【担当課室名】 

総務企画局政策課、総務企画局総務課、総務企画局総務課管理室、監督局総務課 
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